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議案第９号

　（総　則）

第 １ 条　平成30年度桜井市水道事業会計予算は、 次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 （資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額３５１,６１５千円は、 損益勘定留保資金３４６,９８８千円及び

消費税資本的収支調整額４,６２７千円で補填する。） 

平成30年度　桜井市水道事業会計予算

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

主な建設改良事業

２４,４００戸

６,５００,０００㎥
１７,８０８㎥

第５次拡張事業計画にかかる配水管更新事業等

第１款　水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,３９６,０８３千円

１,２６６,４０５千円

１２９,６７７千円

１千円

第２款　水道事業費用

第１項

第２項

第３項

第４項

１,４６２,０９４千円

１,４００,５０７千円

５６,５８６千円

１千円

５,０００千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

営 業 収 益
営 業 外 収 益
特 別 利 益

営 業 費 用
営 業 外 費 用
特 別 損 失
予 備 費

第３款　資本的収入

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

４９０,９４９千円

２２５,０００千円

１８７,０２５千円

１千円

７５,０００千円

３,９２３千円

第４款　資本的支出

第１項

第２項

第３項

８４２,５６４千円

７４７,０３１千円

１,３５９千円

９４,１７４千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

企 業 債
負担金その他諸収入
雑 収 入
補 助 金
出 資 金

建 設 改 良 費
営 業 設 備 費
企 業 債 償 還 金
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ７ 条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、 それ以外の経費の金額に流用し、 又はそれ以外の

経費をその経費の金額に流用する場合は、 議会の議決を経なければならない。 

⑴　職員給与費　　　　１３５,８７２千円

　（たな卸資産購入限度額） 

第 ８ 条　たな卸資産の購入限度額は、６６,０００千円と定める。 

平　成　30　年　３　月　５　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

第５次拡張

事業費に充当

証書借入

又は

証券発行

２２５,０００

千円

起債の方法 償還方法利率限度額

5.0%以内（ただし、

利率見直し方式によ

り当該利率の見直

しを行った後におい

ては、見直し後の利

率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構

については、その融資条件による。

銀行その他の場合は、その債権者との

協定による。但し、財政状況により償還

年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は

低利債に借換えることができる。



予 算 に 関 す る 説 明 書
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平成30年度　桜井市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．給 水 収 益

１,３９６,０８３

（単位：千円）

１,２６６,４０５

１,１９０,０００

４８,４０７

２７,９９８

１２９,６７７

１２５,００６

５８０

１,４６２,０９４

１,４００,５０７

７４９,５６９

１２７,１７６

４５,０６９

１４８,９００

３１８,７９３

１０,０００

１,０００

５６,５８６

２５,２７１

２,０００

２９,３１５

１

１

５,０００

５,０００

１

１

２．受 託 工 事 収 益

３．そ の 他 営 業 収 益

１．取 水 及 び 浄 水 費

２．配 水 及 び 給 水 費

７．そ の 他 営 業 費 用

１．固 定 資 産 売 却 損

１．支 払 利 息

５．減 価 償 却 費

６．資 産 減 耗 費

３．受 託 工 事 費

４．総 係 費

２．雑 支 出

３．消 費 税

１．予 備 費

２．長 期 前 受 金 戻 入

３．雑 収 益

３,８４３４．県 補 助 金

２４８５．他 会 計 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

４９０,９４９

１８７,０２５

１８７,０２５

１．企 業 債

１．企 業 債

２２５,０００

２２５,０００

１

１

７５,０００

７５,０００

８４２,５６４

７４７,０３１

６,４６３

７４０,５６８

１,３５９

１,３５９

９４,１７４

９４,１７４

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

３,９２３

３,９２３１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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平成30年度　桜井市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損） 

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

△　70,347

318,793

0

3,159

 0

0

△　125,006

28,680

0

0

10,000

 0

0

0

0

0

0

165,279

0

△　28,680

136,599

△　726,205

0

0

0

244,467

△　481,738

225,000

△　94,172

3,923

134,751

△　210,388

1,071,036

860,648

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

４９０,９４９

１８７,０２５

１８７,０２５

１．企 業 債

１．企 業 債

２２５,０００

２２５,０００

１

１

７５,０００

７５,０００

８４２,５６４

７４７,０３１

６,４６３

７４０,５６８

１,３５９

１,３５９

９４,１７４

９４,１７４

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

３,９２３

３,９２３１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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１．総　　括

平成30年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

特別職
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定

福利費

（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

62,818

0

62,818

61,410

0

61,410

1,408

0

1,408

5,292

5,292

1,980

1,980

0

0

2,148

2,105

1,373

1,373

0

43

3,444

3,444

0

1,944

1,944

0

3,500

3,500

0

16,415

16,089

326

11,326

11,105

221

47,422

0

47,422

46,832

0

46,832

590

0

590

110,240

0

110,240

108,242

0

108,242

1,998

0

1,998

25,632

0

25,632

24,598

0

24,598

1,034

0

1,034

135,872

0

135,872

132,840

0

132,840

3,032

0

3,032

14

0

14

14

0

14

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増

減分

給与改定に伴う増

減分

給料表の改定状況

給料の改定率

　　　　　０.１９％

給料の改定実施時期

　平成29年４月１日

平均昇給率

　　　　　１.７％

職員構成の変動に

係る増減分など

職員構成の変動に

係る増減分など

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

１４７,１００

１５９,８００

１７９,２００

１４７,１００

１５９,８００

１７９,２００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

３３２,５８５

４２５,５８９

４４.６

３２６,１５０

３９６,７９９

４３.８

平成30年１月１日現在

平成29年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増

減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

１,４０８

１１８

２１２

－

５９０

１,０７８

５９０

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

平成30年１月１日現在

　⑵　初　任　給

１．総　　括

平成30年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

特別職
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定

福利費

（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

62,818

0

62,818

61,410

0

61,410

1,408

0

1,408

5,292

5,292

1,980

1,980

0

0

2,148

2,105

1,373

1,373

0

43

3,444

3,444

0

1,944

1,944

0

3,500

3,500

0

16,415

16,089

326

11,326

11,105

221

47,422

0

47,422

46,832

0

46,832

590

0

590

110,240

0

110,240

108,242

0

108,242

1,998

0

1,998

25,632

0

25,632

24,598

0

24,598

1,034

0

1,034

135,872

0

135,872

132,840

0

132,840

3,032

0

3,032

14

0

14

14

0

14

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

平成30年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

１３

１

２

２

１

２

２

２

１

１３

１

２

３

１

１

２

２

１

１００.０

７.７

１５.４

１５.４

７.７

１５.４

１５.４

１５.４

７.６

１００.０

７.７

１５.４

２３.０

７.７

７.７

１５.４

１５.４

７.７

職員数（人） 構 成 比（％）

平成29年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職
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⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） １４ １４

１１ １１

１ １

２ ２

４ ４

１ １

２ ２

１ １

－ －

７８.６ ７８.６

６４.３ ６４.３

１４ １４

９ ９

１ １

２ ２

４ ４

１ １

１ １

－ －

－ －

－ －

－ －

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度

⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

平成30年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

１３

１

２

２

１

２

２

２

１

１３

１

２

３

１

１

２

２

１

１００.０

７.７

１５.４

１５.４

７.７

１５.４

１５.４

１５.４

７.６

１００.０

７.７

１５.４

２３.０

７.７

７.７

１５.４

１５.４

７.７

職員数（人） 構 成 比（％）

平成29年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職
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⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、

職務階級による

加算措置

支 給 率 計

（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）

25年勤続

の者（月分）

35年勤続

の者（月分）

最 高 限 度

（月分）

そ の 他 の

加 算 措 置 等

定年前早期退職

 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～

第７号区分（０円）にお

ける60月分の調整月額の

支給合計

調 整 額

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59

一般会計の

制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.１２５

２.０７５

２.１２５

２.２７５

２.３２５

２.２７５

４.４０

４.４０

４.４０

有

有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃
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平成29年度　桜井市水道事業予定損益計算書

（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

１,１０１,８５１

２１,６００

２３,２４０ １,１４６,６９１

３．営業外収益

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

１２９,９４６

１８,９６０

２４３

５,８０５ １５４,９５４

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

２２,４５２

０ ２２,４５２ １３２,５０２

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

０

３,０００ ３,０００ △３,０００

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

　⑺

取水及び浄水費

配水及び給水費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

５０１,４６７

１１３,０２９

２０,０００

１２７,１７５

３３９,８４８

１５,５００

２,０００ １,１１９,０１９

営 業 利 益 ２７,６７２

経 常 利 益 １６０,１７４

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

１５７,１７４

５５３,１１５

７１０,２８９

（単位：千円）

⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、

職務階級による

加算措置

支 給 率 計

（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）

25年勤続

の者（月分）

35年勤続

の者（月分）

最 高 限 度

（月分）

そ の 他 の

加 算 措 置 等

定年前早期退職

 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～

第７号区分（０円）にお

ける60月分の調整月額の

支給合計

調 整 額

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59

一般会計の

制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.１２５

２.０７５

２.１２５

２.２７５

２.３２５

２.２７５

４.４０

４.４０

４.４０

有

有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃
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平成29年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　30　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

９,１９０,２６１

８３,５４４

７８４,７６５

２５４,４６３

１２,７２６,５３９

４,９２６,９９３

２,２５０,６０８

１,４８７,０３６

３３,７４８

３０,３８３

５６,６０８

４６,６７６

０

８３,５４４

５３０,３０２

７,７９９,５４６

７６３,５７２

３,３６５

９,９３２

０

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

１,２０９,１０９

１８６,１０５

０

１,２０９,１０９

１８６,１０５

１,３９５,２１４

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１５０,０００

△３,１３１

１,０７１,０３６

１４６,８６９

５７,１６１

４６,８３９

１,３２１,９０５

１０,５９０,２０２

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権 ７８,０３６

７８,０３６

９,２６８,２９７

（単位：千円）

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金
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資　　本　　の　　部

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良に要する企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 引 当 金

そ の 他 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

９４,１７２

８,２９９

０

９４,１７２

１１８,０００

６８１

８,２９９

３４,０８９

２５５,２４１

０

１６,９５４

３６,３６８

１,４８１

７１０,２８９

０

５４,８０３

７１０,２８９

７６５,０９２

５,５２４,７９２

１０,５９０,２０２

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債・資本合計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

長期前受金収益化累計額

補 助 金

長期前受金収益化累計額

水道施設分担金

長期前受金収益化累計額

受贈財産評価額

長期前受金収益化累計額

長期前受金合計

ア．

イ．

ウ．

エ．

ア．

イ．

工 事 負 担 金

補 助 金

水道施設分担金

受贈財産評価額

資本剰余金合計

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

利益剰余金合計

１,６１０,９２７

９０５,１３６

８１０,６４０

８８,２５２

３,３６５,２４７

１,７５４,３２０

１,００２,２６６

９７,１３０

１,６３１,８３８

８２１,１９８

８８,８３９

５８７

３,４１４,９５５

３,４１４,９５５

５,０６５,４１０

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,７５９,７００

４,７５９,７００

平成29年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　30　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

９,１９０,２６１

８３,５４４

７８４,７６５

２５４,４６３

１２,７２６,５３９

４,９２６,９９３

２,２５０,６０８

１,４８７,０３６

３３,７４８

３０,３８３

５６,６０８

４６,６７６

０

８３,５４４

５３０,３０２

７,７９９,５４６

７６３,５７２

３,３６５

９,９３２

０

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

１,２０９,１０９

１８６,１０５

０

１,２０９,１０９

１８６,１０５

１,３９５,２１４

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１５０,０００

△３,１３１

１,０７１,０３６

１４６,８６９

５７,１６１

４６,８３９

１,３２１,９０５

１０,５９０,２０２

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権 ７８,０３６

７８,０３６

９,２６８,２９７

（単位：千円）

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金
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平成30年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　31　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

９,５９１,１２４

７４,５８６

８３,５４４

７８４,７６５

２７０,０７４

１２,５３０,５４０

５,１８０,０９７

２,２５１,９２７

１,３４５,８６７

３３,７４８

３１,０５４

５６,６０８

４７,８０２

７２４,８８６

８３,５４４

５１４,６９１

７,３５０,４４３

９０６,０６０

２,６９４

８,８０６

７２４,８８６

７４,５８６

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,６６５,７１０

（単位：千円）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１５０,０００

△３,１３１

８６０,６４８

１４６,８６９

５７,１６１

４６,８３９

１,１１１,５１７

１０,７７７,２２７

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．

イ．

ウ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

特別修繕引当金

１,３３６,８３３

１８６,１０５

０

０

１,３３６,８３３

１８６,１０５

１,５２２,９３８

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良に要する企業債

ア．

ウ．

ア．

賞 与 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９７,２７６

１１,４５８

０

９７,２７６

１１８,０００

６８１

１１,４５８

３４,０８９

２６１,５０４

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

長期前受金収益化累計額

補 助 金

長期前受金収益化累計額

水道施設分担金

長期前受金収益化累計額

受贈財産評価額

長期前受金収益化累計額

長期前受金合計

１,６８２,７２６

９６０,０５７

８０３,４０５

８８,２２８

３,５０８,０２５

１,８２５,２９９

１,０７７,２６６

１１７,２０９

１,６５８,５２７

８５５,１２２

８８,８３９

６１１

３,５３４,４１６

３,５３４,４１６

５,３１８,８５８

平成30年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　31　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

９,５９１,１２４

７４,５８６

８３,５４４

７８４,７６５

２７０,０７４

１２,５３０,５４０

５,１８０,０９７

２,２５１,９２７

１,３４５,８６７

３３,７４８

３１,０５４

５６,６０８

４７,８０２

７２４,８８６

８３,５４４

５１４,６９１

７,３５０,４４３

９０６,０６０

２,６９４

８,８０６

７２４,８８６

７４,５８６

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,６６５,７１０

（単位：千円）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１５０,０００

△３,１３１

８６０,６４８

１４６,８６９

５７,１６１

４６,８３９

１,１１１,５１７

１０,７７７,２２７

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金
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資　　本　　の　　部

１

１６,９５４

３６,３６８

１,４８１

６３９,９４２

０

５４,８０４

６３９,９４２

６９４,７４６

５,４５８,３６９

１０,７７７,２２７

資 本 金 合 計

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債・資本合計

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

補 助 金

水道施設分担金

受贈財産評価額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,７６３,６２３

４,７６３,６２３
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平成30年度　桜井市水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,462,094

1,400,507

1,396,083

1,266,405

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．工 事 負 担 金

４．その他長期前受金

１．受贈財産評価額

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金

　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費

　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

1,560

684

560

648

1,100

780

2,861

1,984

482

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負

担引当

共済組合負担金

16,406

10,659

60

5,311

2,423

473

水道料金収入

固定資産売却収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 749,569

1,190,000

1

48,407

580

1,190,000

1

48,407

1,080

420

1,080

25,418

20,079

70,979

33,924

24

580

４．県 補 助 金 １．県 補 助 金 県補助金3,843 3,843

５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金248 248

27,998

125,006

２．営 業 外 収 益 129,677

３．特 別 利 益 1

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

資　　本　　の　　部

１

１６,９５４

３６,３６８

１,４８１

６３９,９４２

０

５４,８０４

６３９,９４２

６９４,７４６

５,４５８,３６９

１０,７７７,２２７

資 本 金 合 計

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債・資本合計

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

補 助 金

水道施設分担金

受贈財産評価額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,７６３,６２３

４,７６３,６２３
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２．配水及び給水費 127,176

15．印 刷 製 本 費 印刷費108

12．備 消 品 費 消耗品費756

16．修 繕 費 施設、機械修繕費12,123

19．薬 品 費 浄水薬品費7,679

20．動 力 費 電力料金49,896

24．受 水 費 県営水道受水費等545,521

25．手 数 料 水質検査手数料等5,322

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

36．負 担 金

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金

　　繰 入 額

７．法 定 福 利 費

　　引当金繰入額

10．旅　　　　費 普通旅費

12．備 消 品 費 消耗品費

13．燃 料 費 車両燃料費

15．印 刷 製 本 費 印刷費

16．修 繕 費 漏水修繕、器具修繕費等

25．手 数 料 電波利用手数料

26．通 信 運 搬 費 専用回線通信料

27．委 託 料 漏水調査委託料等

28．賃 借 料 敷地借上料等

29．保 険 料 水道管、自動車損害賠償保険料

31．材 料 費 漏水復旧材料、応急改良材料費

32．工 事 請 負 費 応急改良、 舗装復旧工事費

59．公 課 費 自動車重量税

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金

2,076

1,032

905

972

1,300

1,020

4,612

3,171

541

専用回線通信料

敷地借上料

火災損害保険料

補修材料費

浄水場管理、施設点検、草刈等

業務委託料

ダム管理、水質検査センター

負担金等

翌年度支出法定福利費の当年度

負担引当

2,592

77,867

2,573

200

5,550

4,050

27,056

15,629

3,892

8,515

759

31

2,289

886

354

39,912

56

286

12,011

1,403

1,294

2,916

9,720

167
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４．総 係 費 148,900

３．受託工事費 45,069
受託工事材料費31．材 料 費 5,832

受託工事請負費32．工事請負費 39,237

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

1,656

1,728

683

324

1,100

180

3,470

2,395

350

１．給　　　　料 19,356

臨時職員賃金４．賃　　　　金 12,587

一般職員退職給付引当８．退職給付費 1

普通旅費10．旅　　　　費 242

被服購入費11．被 服 費 125

消耗品費12．備 消 品 費 644

燃料費13．燃 料 費 127

印刷費15．印刷製本費 753

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 6,262

下水道使用料等25．手 数 料 151

電話料、郵送料26．通信運搬費 4,244

賃借料28．賃 借 料 4,842

損害保険料29．保 険 料 50

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 969

共済組合負担金、

公務災害基金負担金
６．法定福利費 9,596

お客様センター業務、水道料金

調定委託料等
27．委 託 料 69,723

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金

　　繰 入 額
2,933

貸倒損失に備えるための引当
38．貸倒引当金

　　繰 入 額
3,131

翌年度支出法定福利費の当年度

負担引当

７．法定福利費

　　引当金繰入額
978

２．手 当 等 11,886

５．減価償却費

41．有形固定資産

　　減価償却費

42．無形固定資産

　　減価償却費
ダム使用権減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

318,793

315,343

3,450

２．配水及び給水費 127,176

15．印 刷 製 本 費 印刷費108

12．備 消 品 費 消耗品費756

16．修 繕 費 施設、機械修繕費12,123

19．薬 品 費 浄水薬品費7,679

20．動 力 費 電力料金49,896

24．受 水 費 県営水道受水費等545,521

25．手 数 料 水質検査手数料等5,322

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

36．負 担 金

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金

　　繰 入 額

７．法 定 福 利 費

　　引当金繰入額

10．旅　　　　費 普通旅費

12．備 消 品 費 消耗品費

13．燃 料 費 車両燃料費

15．印 刷 製 本 費 印刷費

16．修 繕 費 漏水修繕、器具修繕費等

25．手 数 料 電波利用手数料

26．通 信 運 搬 費 専用回線通信料

27．委 託 料 漏水調査委託料等

28．賃 借 料 敷地借上料等

29．保 険 料 水道管、自動車損害賠償保険料

31．材 料 費 漏水復旧材料、応急改良材料費

32．工 事 請 負 費 応急改良、 舗装復旧工事費

59．公 課 費 自動車重量税

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金

2,076

1,032

905

972

1,300

1,020

4,612

3,171

541

専用回線通信料

敷地借上料

火災損害保険料

補修材料費

浄水場管理、施設点検、草刈等

業務委託料

ダム管理、水質検査センター

負担金等

翌年度支出法定福利費の当年度

負担引当

2,592

77,867

2,573

200

5,550

4,050

27,056

15,629

3,892

8,515

759

31

2,289

886

354

39,912

56

286

12,011

1,403

1,294

2,916

9,720

167
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２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

６．資産減耗費 10,000

２．雑 支 出 2,000

３．消 費 税 29,315

１．予 備 費 5,000

5,000

１．固定資産売却損 1

1

１．支払利息及び

　　企業債取扱諸費
25,271

56,586

７．その他営業費用 1,000

44．固定資産除却費 固定資産除却費9,800

45．棚卸資産減耗費 棚卸資産減耗費200

46．材料売却原価 材料売却原価1,000

47．企業債利子 企業債利子24,271

48．借入金利子 一時借入金利子1,000

49．その他雑支出 その他雑支出2,000

59．公 課 費 消費税納税額29,315

１．予 備 費 予備費5,000

１．固定資産売却損 固定資産売却損1
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 490,949

225,000

187,025

187,025

1

1

75,000

75,000

842,564

747,031

6,463

740,568

1,359

1,359

94,174

94,174

28,825

158,200

1

75,000

1,080

２．負 担 金

　　その他諸収入
１．負 担 金

　　その他諸収入

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．雑 収 入

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

１．固定資産売却代金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

3,923

3,923 3,923

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

225,000 225,000１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

用地測量等委託料

4,82832．工事請負費 浄水施設更新工事費

55550．土地購入費 用地購入費

65,66427．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

48,86531．材 料 費 配水管布設工事資材費

568,79932．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

54,00033．補 償 金 移設補償費

3,24036．負 担 金 工事負担金

1,35951．量水器購入費 量水器費

94,17357．企業債償還金 企業債元金償還金

158．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

固定資産売却代金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

６．資産減耗費 10,000

２．雑 支 出 2,000

３．消 費 税 29,315

１．予 備 費 5,000

5,000

１．固定資産売却損 1

1

１．支払利息及び

　　企業債取扱諸費
25,271

56,586

７．その他営業費用 1,000

44．固定資産除却費 固定資産除却費9,800

45．棚卸資産減耗費 棚卸資産減耗費200

46．材料売却原価 材料売却原価1,000

47．企業債利子 企業債利子24,271

48．借入金利子 一時借入金利子1,000

49．その他雑支出 その他雑支出2,000

59．公 課 費 消費税納税額29,315

１．予 備 費 予備費5,000

１．固定資産売却損 固定資産売却損1
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会計書類に関する注記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産（リース資産は除く） 

減価償却の方法　　　定額法（但し、取替資産については取替法） 

主な耐用年数

建物　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　38～60年

機械及び装置　　　　８～20年

車両運搬具　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　４～10年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

ダム使用権　　　　　55年

　３　引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づく各

年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

　　　⑵　賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度の翌事業年度における支給見込み額に基づき、

各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。
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Ⅲ．予定貸借対照表関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は159,438,132円である。

Ⅳ．セグメント情報の開示

　　　　桜井市水道事業会計は、上水道事業を一つのセグメントとしている。 

Ⅴ．その他

　リース資産に関する特例措置

中小規模事業者の特例により通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

会計書類に関する注記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産（リース資産は除く） 

減価償却の方法　　　定額法（但し、取替資産については取替法） 

主な耐用年数

建物　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　38～60年

機械及び装置　　　　８～20年

車両運搬具　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　４～10年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

ダム使用権　　　　　55年

　３　引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づく各

年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

　　　⑵　賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度の翌事業年度における支給見込み額に基づき、

各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。
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